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要旨  
コンピュータ支援の電子的調査データ収集法（ CASIC： Computer Assisted Survey 

Information Collection）の 1 つとして登場したインターネット調査は，技術要素の発達に伴

いウェブ調査となり，さらにモバイル調査へと発展した。スマートフォンの普及で，調査

実施環境に大きな変化が生じており，調査の質の確保がますます難しくなっている。本稿

では，まずウェブ/モバイル調査の研究の進展を概観する。つぎに，ウェブ/モバイル調査

を用いるうえで留意すべき多数の要件のうち，調査の質の観点から， 
• 目標母集団とカバレッジ問題 

• ウェブ・パネルの種類と確率的パネルの重要性 

• 調査票の設計の重要性 

• 調査の質と調査誤差の評価 

• 回答率の評価と問題点 

• パラデータの活用 

• 混合方式による調査の課題 

の 7 つの課題を取り上げて述べる。終わりに，ウェブ/モバイル調査の今後のあり方への筆

者らの期待を述べる。 

 
1．インターネット調査からウェブ /モバイル調査へ  
インターネット調査はコンピュータ支援の自記式調査票方式（CSAQ: Computerized-Self-

Administered Questionnaires）の 1 つの調査方式（モード：mode，survey mode）である。調

査票を用いる点（自記式），調査員を必要としないという点で郵送調査に類似し，これの電

子版への拡張と考えられる（Groves et al. 2004，訳 2011：147-151）。実際，初期のインター

ネット調査は，ディスク郵送法（DBM：disk by mail）や電子メール調査（例：メール内に

テキスト型の調査票を貼付し，直接回答を記入，それを返信する）であった。またオンラ

イン形式（電話回線，ネットワーク回線）によるファクシミリ方式やタッチトーン方式

（TDE: touchtone data entry），音声自動応答方式（IVR: interactive voice response），ショー

ト・メッセージ・サービス（SMS）も登場したが，これらはいまでも使われている。 
そして，ウェブ（WWW : World Wide Web；1989 年）が登場し，インターネット（The Internet）

の利用に必要な諸要素（ブロードバンド，URL，ブラウザ，マルチメディアや CGI，そし

て HTML，CSS，JavaScript，Pearl などの言語）の発達に伴い，PC（ラップトップ，デスク

トップ）でオンラインを介して調査を行うウェブ調査（Web survey，Web-based survey）と

なった。 

さらに，モバイル機器（スマートフォン，タブレット，ファブレットなど），とくにスマ
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ートフォンの登場（2007-2008 年）と急速な普及により，調査の形態が多様化し，調査の適

用場面が一気に拡がった。スマートフォンを介して（調査対象者をうまく捕捉できれば）

「いつでも，どこでも，何でも」取得できる，モバイル調査1)（mobile survey）へと急速に

移行している。 
日本国内では，分野によってウェブ調査の使い方には違いがみられる。諸官庁や自治体の

行う統計調査（世論・意識調査など）は，標本抽出枠として住民基本台帳や選挙人名簿を

用いて，面接調査や郵送調査を用いることが多い。しかし，コロナ禍の影響もあって，面

接調査が郵送調査に移行するなど変化が起きている。たとえば内閣府の行う面接調査によ

る世論調査の一部は 2020 年頃から郵送方式に切り替わり，さらにその一部がウェブ方式

を併用するハイブリッド方式となった（例：内閣府調査研究報告，2024）。自治体が行う住

民意識調査の場合，郵送にウェブ方式回収を併用する方法（郵送・ウェブ回収併用）を，

2020～22 年の 3 ヵ年度に導入した自治体が過半数を占め，コロナ禍の時期（2020～22 年）

にこの方式の導入が進んだ。また，この併用方式を用いたときのウェブ方式による回収数

は，コロナ禍 1 年目を境に大きく伸び、その後は概ね微増から横ばい状態の傾向にある自

治体が多い2)（井田，2023：21）。また，若年層がウェブ方式を選んで回答する割合が増え，

その上の世代（30 代，40 代）にまでウェブ回答が増えており，スマートフォンでの回答が

増える傾向にある（鈴木，2023）。 

メディアの行う世論調査は，欧米ほどウェブ/モバイル調査が普及していない。現在，世

論調査のほとんどが，電話方式（RDD 方式，CATI）や郵送方式である。なお一部で，ウェ

ブ方式も併用するとか，あらたなオンライン方式の調査方式を試みている例もある（平田，

2023）。 

欧米の世論調査は，（メディアに限らず）電話方式とウェブ方式が多く，またさまざまな

調査方式を組み合わせた混合方式を用いることもある。最近，回答率の低下が著しく，標

本の代表性を懸念する指摘がある。世論調査の予測の失敗でよく知られた例として，米国

大統領選挙予測（2015/16 年）と英国総選挙調査予測（2015 年）がある。これらの予測で

調査機関が用いた調査方式は，前者が電話，ウェブ，ロボポール，後者は電話，ウェブで

あった（Biffignandi and Bethlehem，2021，11 章と 14 章；Sturgis et al. 2016）。 

2024 年の米国大統領選挙も，2016 年のときのように，2 名の候補者（ハリス，トランプ）

の大接戦となっており，メディアの行う世論調査は過熱気味である3)。今回の予測がはたし

てどういう結果となるか非常に興味深い。 
マーケティング調査では，住民基本台帳や選挙人名簿の利用が制限され，また個人情報保

護法やマイナンバー制度の導入・施行，プライバシー保護の強化，そして調査費用削減の

ため，ウェブ調査が拡がり，多くの調査がボランティア・パネル4)によるウェブ/モバイル

方式である（日本マーケティング・リサーチ協会「経営業務実態調査」で回答登録会員社

のアドホック調査に占めるインターネット量的調査の割合は 2022 年に 75.3％だが，横這

い状態）。最近は，多くの企業が委託調査だけでなく，自ら集めた顧客情報を用いて自前の

ウェブ・アンケート・システムを構築することが多くなった。何かの製品・商品を購入し

個人情報を登録すれば，ほぼまちがいなくアンケートの依頼が届く。 
学術的な調査研究においても，ウェブ調査に関する報告がみられるようになった（例：『社

会学評論』の「特集：インターネット時代の社会調査法」，2020）。一方，こうした調査方
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式を用いることへの懸念や抵抗感はいまだ払拭されていない。とくに，調査データの代表

性や調査の質（妥当性や信頼性の確保）への懸念はいまだ多い。ウェブ調査をデータ収集

の便利なデータ収集手段として用いた研究が多く，調査方法論の観点からウェブ調査の特

性を科学的に検証する研究は欧米に比べて十分とはいえない。前述の内閣府研究報告（2024）
では 6 件の研究報告におけるウェブ調査の利用状況を調べている。 

最近になって，調査方式特性の比較検証にまで踏み込んだすぐれた研究報告がみられる

ようになったが例は少ない（山田（編著），2023；杉野・平沢（編），2024；吉村，2020；

萩原他，2018a，2018b）。 
スマートフォンの登場で，調査研究の関心や焦点が，ウェブ/モバイル調査に関する評価･

分析に大きく移り，これらの無数の研究報告がある。研究報告の多さにくらべ，関連書籍

の刊行はさほど多くはない。 2000 年代初めからしばらくの間，集中的に関連書が発刊さ

れ，とくに研究集会論文集，複数の研究報告を収録した論文集，ハンドブック形式の書籍

が刊行されている（例：Biffignandi and Bethlehem，2021；de Leeuw et al. (eds.)，2008；Hill 

et al. 2021；Biemer et al. 2017； Vannette et al. 2018； Tourangeau et al.，2013， 訳 2019；
Das et al. 2011；Couper，2008a；Callegaro et al. 2014）。しかし研究報告の多さにくらべ，関

連書籍の刊行はさほど多くはない。Couper（私信）は，モバイル調査に関連した研究動向

の変化が著しく無数の研究報告を追跡仕切れず，全体像が的確に把握しきれない状況にあ

ると指摘している。 
この他，多数のウェブ調査関連情報を 1 つのサイトに集めた非常に有用な“WebSM: Web 

Survey Methodology”（http://www.websm.org；1998 年に開始，リュブリャナ大学）もある（残

念なことに，資金難で 2018 年から休眠状態）。 

 
2．ウェブ /モバイル調査の特性  

広い意味でのオンラインから，インターネット，ウェブと推移し，スマートフォンを含む

モバイル機器の登場後は，モバイル調査となった。既存のコンピュータ支援の調査法（CAI: 

Computer Assisted Interviewing）である CATI，CAPI，CASI，ACASI などの頭字語表記にな

らって，ウェブ調査を CAWI（Computer Assisted Web Interviewing；コンピュータ支援のウ

ェブ調査），モバイル調査を CAMI（Computer Assisted Mobile Interviewing；コンピュータ

支援のモバイル調査）とよぶこともある。 

ウェブ/モバイル調査は，調査方式の 1 つであり，他の調査方式（電話，面接，郵送など）

と同様に，方式相互間の類似や差違，利点や欠点もある。調査方式は，①情報伝達経路の

種類（聴覚的，視覚的），②コンピュータ支援（CA：Computer-Assisted）の有無，③調査員

関与の有無，④回答方法（自記式，他記式）の要素に分けて考えられる。これに従うと，

主たる調査用具が PC のウェブ調査とは「調査員を必要としない，視覚的な（調査票をみ

て回答記入）コンピュータ支援の自記式の調査方式」である。コンピュータ支援のことを

除けば，郵送調査に類似している。このことから，郵送方式との比較研究が多い。 
しかし，スマートフォンの登場で情報伝達経路に聴覚的要素が加わった。これは，電話方

式（聴覚的）とウェブ方式（主に視覚的）の 2 つの特性を合わせもつことを意味する。た

とえば，電話調査，SMS やテキストメッセージを使う調査，PC でブラウザを使う調査，ス

マートフォンでモバイル･ブラウザや設定されたアプリを用いた調査と，調査データの取
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得形態と範囲が拡がった。 

PC やタブレット端末は，部屋（自宅，勤務先など）で使用することが多いが，スマート

フォンは身に付けていて，移動中（電車，バス，車）でも，居場所がどこであっても，つ

ねに手元にある。またスマートフォンは，個人に限定された空間での情報授受が中心とな

っており，PC やタブレット端末と使い方がかなり異なる。また，PC を持たずにインター

ネットへのアクセスはスマートフォンだけで行う人々が増えている。年齢層によって，電

話機能やウェブ機能の使い方が異なり，従来のような接触方法（単に電話をかける，依頼

状を送るなど）では回答者を捕捉することが難しくなっている。実際，商用ウェブ・パネ

ルでは，若年層の募集率が急速に低下しており，パネル登録者の人口統計学的変数の分布

に大きな歪みが生じている。 
こうした状況は，調査データの取得手段に大きな変化をもたらしている（Buskirk， 2015；

de Leeuw and Toepoel，2018）。通常，調査は回答者が調査票の質問に回答する，あるいは要

求された情報を提供する能動的なデータ収集（actively collected）である。しかし，スマー

トフォン経由の調査では，回答者のさまざまな行動をそのまま測定する受動的なデータ収

集（passively collected）が可能となり，調査データ収集の範囲が一気に拡がった。スマート

フォンを用いるモバイル調査と，主に PC を前提としたウェブ調査とのデータ収集形態の

変容は，調査研究の方向を大きく変えている。 

インターネット上で「インターネット調査，ウェブ/モバイル調査」と検索すると膨大な

情報がヒットする。無数のウェブ・パネルやウェブ・アンケート・システムが登場し，自

前でも委託でも自由に，簡単に，廉く，迅速に調査情報が得られるとある。学術研究向け

の選択肢の提供まである。ウェブ/モバイル調査はいまやコモディティ化し，調査データ収

集の便利な手段として普及している。 
たとえば，どこかのショッピング･モールでその場調査（in-the-moment survey）を行なう，

（GPS機能を使った）旅行動態調査や日記形式の調査を行う，商品の使用感を画像や音声

を用いて即時に尋ねる，消費者の買い物行動の即時追跡記録，病院の患者の健康状態を即

時的に聴取分析する，さまざまな健康管理指標（血圧，脈拍，歩数など）を自動測定する

など，機動性や即時性を活かして，さまざまなデータ収集が行われており5)，これらに関す

る無数の研究報告もある。スマートフォン対応のチャットを使った対話型調査やフォーカ

ス・グループ調査もある。また，バーチャル調査員も（Tourangeau et al. 2013，訳 2019，第

6 章，第 7 章），形を変えて試みられている。このように能動的，受動的なデータ収集場面

が拡がり，しかもその境界が曖昧になっている。一方，SNS 上の偽調査サイトやあやしい

アンケートもあり，人々は個人情報の漏洩やプライバシー保護に敏感になっており，調査

への協力がきわめて得られにくくなっている。 

もう 1 つの大きな変化は，機器の混合（mixed device）現象である（AAPOR，2014；de Leeuw 
and Toepoel，2018）。調査用具が，PCだけでなく，モバイル機器が加わったことで，回答

者は自分の都合に合わせて回答に用いる機器を自由に選ぶことができる。こうした機器の

選択と混合は，非標本誤差の発生要因が多様化し捕捉しにくくなったこと
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

，
．
つまり調査の
．．．．．．

質の評価が難しくなったこと
．．．．．．．．．．．．．

を意味する。 
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3．ウェブ /モバイル調査を用いる上での留意事項  

ウェブ調査の登場以来，何十年もの間，多くの研究で指摘されてきた問題点の多くは，依

然として完全に解決されたとはいえない6)。上述のように，調査への回答形態とデータ収集

場面の大きな変化で，従来以上に調査実施者側で制御できないことが増え（とくに，調査

員がいないこと，調査用具の大きな変化），調査方式の評価が一層難しくなり，非標本誤差

の影響要因が加速的に増えた。ウェブ/モバイル調査を用いる際に留意すべき課題は無数に

あるが，調査の質の確保を念頭に，ここでは 7 つを選び，以下に順に述べる。 

 
3.1 目標母集団とカバレッジ問題  
目標母集団（target population）を代表する標本抽出枠（以下，枠）の有無が，カバレッジ

問題の多寡に関係する。目標母集団を一般母集団（general population）としたウェブ/モバ

イル調査の最大の問題は，目標母集団要素を網羅する適切な枠がないこと，人口登録簿や

住民基本台帳のような枠となるリストが存在しないことである。人口登録簿や住民基本台

帳のような枠を網羅するリストがなければ，これらに替わる枠がない。インターネット母

集団の個々の要素の電子メール・アドレスのリストは存在しないので，それを代表する枠

はない。したがって，なんらかの標本抽出（たとえば無作為抽出）を用いて確率標本を選

びたくても不可能である。また，住民基本台帳を利用して確率標本を選べても，インター

ネットが利用できない人々がおりアンダーカバレッジ（過小カバレッジ，調査漏れ）とな

る。インターネット普及率やスマートフォン保有率がどんなに高くなっても，ウェブを利

用しない人々や回答に消極的な人々もいるから，調査漏れ（調査不能）となるおそれがあ

る。これを解決するには，混合方式を用いることが考えられるが。これもさまざまな課題

がある（後述）。 
目標母集団を特定母集団（specific population）とした調査は，すこし状況が異なる。特定

母集団と枠との間に違いがない（カバレッジ率が高い），あるいはそれに近い状況が得られ

る機会が多く，アンダーカバレッジは消える可能性がある。典型的な例が，ある大学が保

有する学生の電子メール・アドレスのリストを枠として標本を選び，これを対象に調査を

行う場合である。これに類した調査例は多数ある。ある病院の入院患者の電子メール・ア

ドレスを記録し退院後にこのアドレスを用いて継続的に調査を行う，ある企業の従業員に

与えたアドレスを用いて社員の意見調査を行うなどである。 

この他，特別な集団7)に対してウェブ/モバイル調査を適用する場合がある。たとえば，企

業の顧客リストや製品購入者リストにある電子メール・アドレスを用いて製品満足度調査

を行うなどである。こうした利用法は有効で，実際に広く普及している。たとえば，ある

大企業では，約 25 万人のウェブ・パネルを保有し，実施する調査の 8 割近くをウェブ方式

で行っている。 
なお，アンダーカバレッジはウェブ調査固有の問題ではない。電話調査では，最近，回答

率やカバレッジ率の減少傾向が著しいが，理由の 1 つは，スマートフォンの普及で固定電

話を使わない人が増え，固定電話の番号簿だけを用いると過大のアンダーカバレッジとな

るからである。また，オーバーカバレッジ（過大カバレッジ）は，RDD 方式で生成した電

話番号が存在しない場合，世帯抽出を行ったはずなのに企業が紛れて入っていたような場

合，といろいろあるが，多くの場合，とくにウェブ/モバイル調査の場合は，原因を検出し
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除去できる可能性が高い。問題はアンダーカバレッジである。 

つまり，調査設計時に，調査目的に合わせてどのような目標母集団が利用可能か，枠を代

表する具体的なリストがあるか，そしてカバレッジ率がどの程度かを見積もれるか，が重

要である。 
 

3.2 ウェブ・パネルの種類と確率的パネルの重要性  
ウェブ/モバイル調査は，1 回限りの特定の調査に適用するだけでなく，多くの場合は一定

数の登録者を集めた集団をウェブ・パネルとして構築しこれを用いて調査を行う。ウェブ・

パネルは，調査対象者の集め方と使い方でいくつかの類型に分けられる（例：Sikkel and 

Hoogendoorn，2008：838-840；Disogra and Callegaro，2016：27）。ウェブ・パネルは，登録

者の集め方により，確率的パネル（ probability-based panel）と非確率的パネル（ non-

probability-based panel）がある。また，ウェブ・パネルの使い方として，縦断的調査

（longitudinal survey）と横断的調査（cross-sectional survey）がある。一般のパネル調査の

ような縦断的調査の場合は，ある調査課題についての経時的変化を同一集団につき異なる

時点で繰り返し調査する。一方，横断的調査では多くは単発の特定の調査課題について，

ある時点で集団の状態についての調査を行う。いずれの場合も，パネル登録者全員を調査

対象とすることも，一部の登録者を選出して調査対象とすることもある。 
確率的パネルとは，明確な目標母集団（一般母集団，特定母集団など）とそれを代表する

枠（例：人口登録簿，住民基本台帳，選挙人名簿）があって，なんらかの確率抽出法を用

いて選んだ標本要素からなるパネルである。登録者集団を集めるウェブ・パネルの構築は，

枠からの標本抽出の方法で，いくつかの場合が考えられる（Disogra and Callegaro，2016：

28-31）。 
パネル構築の方法は，米国･英国と欧州圏の国では若干異なる。米国の場合は適切な（人

口登録簿のような）枠がないので標本抽出に RDD 方式や住所に基づく標本抽出8)（ABS：
Address Based Sampling）を利用し，世帯抽出とすることが多い。また，インターネットに

アクセスできない人 （々非インターネット利用者の世帯）に PC や専用端末機器（WebTV）

を貸与する方法も確率的パネルとして扱われている（例：Ipsos KnowledgePanel®）。ただし，

これも問題がないわけではない（大隅他，2019：276-277）。また，英国のように郵便番号

ファイル（PAF：Postal Address File）を用いて作成した枠から標本（世帯）を選び，確率的

パネルとする場合もある。 
欧州圏の場合は，オランダや北欧の一部の国のように人口登録簿（population register）が

利用できる場合は，これをもとに世帯抽出を行い，確率標本を作ることができる。この場

合，インターネット非利用者がいるため，パネルに参加してもらうために，何らかの形で

インターネット接続環境を提供する必要がある。たとえば，オランダの LISS パネル（表 1
参照）のように，世帯抽出を行いインターネット非利用者（世帯）に PC や専用端末機器

を提供するなどである（Scherpenzeel，2009；Scherpenzeel and Das，2011）。 
一方，非確率的パネルとは，調査対象者となりたい人々が，いろいろな公募サイトをみる

などして自発的にパネル登録者となる自己参加方式（self-selection）のボランティア・パネ

ルである。したがって，非確率的パネルの場合は，通常は適切な統計的推測が難しい。 
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日本国内には，かつては確率的パネルに近いパネル（非公募型パネル）がいくつかあった

が，いずれも撤収となり，現在，ほとんどの商用ウェブ・パネルは非確率的パネル（公募

型パネル）である。欧米では，学術研究で利用できるいくつもの確率的パネルが運用され

ている。また，世論調査や一般の委託調査にも利用可能な確率的パネルもある。 
かつて国内では理想的なオンライン・パネルがいくつかあった。1 つは，ある新聞社が広

告接触率の測定用に開発したパネルで，電話回線を利用したテレジェニック端末を，標本

となった世帯（300 世帯）に設置してオンライン調査を行う（朝日新聞社広告局， 2004，

2005）。標本は住民基本台帳から層化 2 段無作為抽出した個人の所属世帯で，これら世帯に

この端末を貸与する。筆者らの行った実験調査（1999 年）でもこのパネルを用いたが，高

い回答率が得られた（例：70.5％，81.6％）。このオンライン･パネルは，その後，インター

ネット回線を用いるウェブ・パネルに切り替えられ，専用端末の代わりに PC を貸与する

方式となった。 
この他，ある標本抽出法（住民基本台帳，電話番号簿，エリアサンプリング）で調査対象

者を集め，選んだ対象者に調査協力への合意・応諾をとって登録者集団とする非公募型パ

ネル（ほぼ確率的パネル）もいくつかあった（例：Hi-panel［東京サーベイ・リサーチ，博

報堂］，DENTSU_R-net［電通リサーチ］）。しかし，残念なことに，調査の質よりは費用の

低減を選ぶという市場原理で淘汰され，いずれもいまはない。 

注目すべきことは，いずれの方式も，同時期にオランダで開発された調査システム（例：

Telepanel，Saris，1998）に似ていたことである。かつて日本国内に，優れたいくつものパ

ネルが存在したこと，これらのパネル構築の開発経緯や運用方法の再検証が必要であろう。 
現在，外国には，さまざまな確率的パネルがある。こうした確率的パネルの構築方法や運

用の仕組みを知っておくことは，あらたなウェブ・パネル構築や利用環境を検討する際の

参考になると考え，筆者らが分かる範囲で拾い出し表 1 に一覧とした。 

パネルにはそれぞれ特徴があるが，その要件のみを挙げると，運用開始年次，開発資金･

運用資金の調達方法（公的基金，寄付・ファンド募集，利用者負担など），パネルの大きさ

（現実の登録者数）と構成（世帯，個人），登録者募集方法（用いる枠による募集の方法の

違い），運用方法（調査実施頻度の管理，パネル疲労対策，更新・入れ替え，その方法など），

インターネット非利用者への対応（PC貸与や特別仕様機器の配布），実施する調査種類（世

論調査，社会調査，市場調査，国際比較研究，政策研究，独自研究など），パネル利用の自

由度（研究者，一般利用者）と利用方法（公募や登録制，企画書を提出し調査実施など），

調査情報の公開・開示の有無と提供方法（研究者，一般；研究集会開催；データベース化），

とさまざまである。表 1 にある各パネルのウェブサイトを閲覧すると，こうした情報が詳

しく書かれているのもこうした確率的パネルの特徴であり，こうした情報はおおいに参考

となる。 
もっとも重要な要件は開発資金や保守運用管理に必要な資金の調達だが，これは，公的資

金（政府助成金，科学研究費），寄付，有料の受託研究（パネル利用研究者が調査費用を負

担），調査情報の有料配布，などである。 

しかし課題もいろいろある。オランダ科学研究機構（NWO：Netherlands Organization for 
Scientific Research ） か ら 資 金 援 助 を 受 け て Centerdata （ https://en.centerdata.nl; 
https://en.centerdata.nl/over-ons）が開発した LISS パネルは，運用が厳しい状況にあるとい
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う（Couper，私信）。また，著名な KnowledgePanel のように，身売りを重ね大手の調査企

業の傘下に入ったパネルもある（GfK 社 /GfK KN panel を経て，現在は Ipsos 社 /Ipsos 
KnowledgePanel®）。一方，GESIS（ドイツ）のように比較的うまく運用されているパネルも

ある（https://www.gesis.org/en/home）。 
いくつかのパネル･サイトが参加するコンソーシアム“OPPA：Open Probability-Based Panel 

Alliance” や 研 究 集 会 “Probability-based Household Internet Panel Research (CIPHER) 
Conference”，“General Online Research (GOR) Conference”なども開催されている9)。こうし

た諸外国の活動は，学術研究を行ううえで貴重な情報源である。 
 

3.3 調査票の設計の重要性  
3.3.1 どのように設計するか？  

調査票の設計の適否が
．．．．．．．．．．

，
．
調査の質
．．．．

に影響を及ぼすことは
．．．．．．．．．．

自明
．．

であり
．．．

，ウェブ/モバイル調

査についても多くの研究が行われている。不適切で構造化されていない調査票は調査の質

に大きな影響を及ぼす。 
紙の調査票に比べて，電子調査票は多様で複雑な設計が可能となった。従来のウェブ調査

では，インターネット環境で利用可能な，電子メールや SMS，ウェブ，ブラウザ，各種言

語（HTML，CSS，Pearl，JavaScript など），CGI などの技術要素を多用して。電子調査票を

作成してきた。モバイル機器，とくにスマートフォンの多機能化が進み，モバイル調査票

は多種多様な様式で作成できる。従来からの様々な部品（ラジオ・ボタン，チェック・ボ

ックス，ドロップダウン・ボックス，テキスト・ボックス），多様な形式（マトリクス，ス

クローリング方式とページング方式10)），回答経路の指示（自動ルーティング指示，パイピ

ング，分岐処理），回答の自動点検（エディット，整合性），回答進捗度表示（プログレス・

インジケータ11)，タイマーやアラーム），シェーディング（動的，静的）に加え，スマート

フォン固有のナビゲーション機能（アコーディオン，カルーセルなど），画面操作（画面の

向き，タッチ，スワイプ，ピンチ，スクロール），そしてブラウザに合わせて調査票を調整

し最適化するツールやアプリを用いることも一般化している。 
また，調査員がいないことを補って，回答者が回答に困ったり不適切な選択肢を選ぶと，

警告メッセージを表示したりプロービング（念押し）を行なう，ヒントを与え正しい回答

を得られるよう補助する機能もある。このように多種多様，およそ想像できそうな様式は

ほぼすべて実現できるし実際に用いられている。 
さらに，位置･測位情報（GPS），QR コード，カメラによる画像データ取得，ワイヤレス

通信機能（WiFi，Bluetooth）とセンサーなどを，多種多様なアプリ（ウェブ。ネイティブ，

ハイブリッド）と併せて用い，さまざまな種類のデータ収集が可能となっている。前述の

ように，調査データの特性（内容･質，量）が受動的，能動的と拡がり，単に意見や態度を

問うだけでなく，調査適用場面が大きく拡がった。 

問題は，調査票や取得データの構造が複雑になるほど，回答者の回答負荷が増え，誤回答

や中断・脱落が増えるとか，はじめから回答を嫌って不参加や拒否などが生じることであ

る。さらに従来と同様に，真面目に回答せず（謝礼目当てのプロの回答者，スピーダー），

回答選択肢を適当に選び，労働最小化行動現象（ストレートライニング，初頭効果）が生

じることもある。また，ウェブ/モバイル調査に固有の特徴として，調査対象者には回答を
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する意思があるのに，調査票が未達となることや，機器の回線接続に不具合が生じて，無

回答となることもある（スマートフォンでこれが多くなったとの報告がある）。これらのど

れもが回答の質（回答の偏り）に影響する，つまり誤差発生源となり得る。 

最善の電子調査票はどう作るべきか，何に留意すべきか，の研究が必要で，実際にこれを

巡って膨大な研究報告がある。多くの研究では，紙形式や従来のウェブ対応の調査票と同

様に「レイアウトはなるべく単純，簡潔に」，「質問文は短く，質問数は少なく，わかりや

すく」，可能なら「マトリクス形式はなるべく避ける」，「スクロールは避ける」，「自由回答

質問はなるべく避ける」，「マルチメディア機能の利用は控える」，「フォントの種類や大き

さを分かりやすく統一する」などと示唆している。また，回答選択肢にタッチしやすい大

きさのラジオ・ボタンを使う，マトリクス形式の質問は分ける，フルイドやアコーディオ

ンを工夫する，カルーセルを使って回答負荷を軽減するなどを勧める意見もある。 

学術研究の場合は，質問文は長く質問数が多く内容も複雑になりやすく，調査票設計には

いろいろな工夫が必要である。このとき，多くの組織･機関，団体が提供するウェブ調査の

使用に関する指針や綱領が参考になるだろう。たとえば，AAPOR（米国世論調査学会），

ESOMAR（ヨーロッパ世論・市場調査協会），国際標準規格（ISO 20252-2019），IMRO（イ

ンタラクティブ・マーケティング・リサーチ協会），W3C（World Wide Web Consortium；

W3コンソーシアム）といった機関が詳しい情報を提供している。日本国内では，ISOのJIS 

版（JIS Y20252）や，日本マーケティング・リサーチ協会（JMRA）の提供する「インター

ネット調査品質ガイドライン」（2020）がある。とくに，AAPOR作業部会報告（2014）や

ESOMARガイドライン（2012/2021， 2023）などは，必読すべき情報である。 
こうした指針や綱領が無数にあるということは，裏をかえせばそれだけウェブ調査の調

査設計や実施には問題点や注意事項があるということでもある。学術研究で用いる場合は，

こうした情報をよく調べ，場合によっては，調査報告の中で，これらの情報を記述すべき

である（たとえば，AAPOR は回答率の表記方法を示している。AAPOR，2016）。欧米のマ

ーケティング調査に関わる企業のサイトでは，ESOMAR の示す指針を，自社がいかに遵守・

対応しているかを説明するウェブ・ページが多数ある。 
回答様式の物理的な特性評価だけでなく，用いる質問の種類との関係を検証することも

重要である。多くの実験調査で，他の調査方式と同様に「事実に基づく質問」「意見・態度

を問う質問」「変化について意見を求める質問」「生活態度・行動を追跡する質問」と，質

問の種類によって調査方式効果や回答傾向の類似･差違，人口統計学的変数の分布（偏りの

有無）などの詳しい検証が必要である。 

学術研究の場合は，ともすると質問数が多くなりまた内容が難しくなる傾向にあるが，簡

単な「事実に基づく質問」も用意し，これと照合する別のベンチマークとする参照調査や

二次統計情報と比較することが回答の妥当性の確認に役に立つ。 
たとえば，ある携帯電話利用動向を調べる調査では（TSR統計講座資料，2006），契約キ

ャリアを問う質問を設け，回答結果（各キャリアの契約状況）を他の統計資料（（社）電気

通信事業者協会・事業者別月別累計契約数）にある二次情報と比較して両者が整合してい

ることを確認した。同じく「電子書籍に関する調査」では，電子書籍端末の保有を調べる

質問を用意して二次資料と照合し，他の意見，読書傾向を問う質問との妥当性の分析を行

った。 
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また，他の調査方式により行った，比較的長期にわたり継続的に行われてきた調査で用い

られている質問文を引用利用することもよいだろう。実験調査（例：大隅，2000）では，

必ず「日本人の国民性調査」（統計数理研究所），「国民生活に関する世論調査」（総務省内

閣府）などの質問文も用い，調査方式効果の評価に備えた。 
 

3.3.2 モバイル調査票設計の留意点は？  
PC を持たずにスマートフォンからインターネットへアクセスする人々が増えており，ス

マートフォンでの調査回答を前提としたモバイル調査が多くなっている。しかし，PC とは

異なる技術要素や機器の構造的な違い（OS，機種，回線接続方法，機器や画面の大きさな

ど多数の要因），操作方法の違い（タッチパネル，スワイプ，ピンチ，スクロールなど），

使用場所の多様化などから，PC 経由でのウェブ調査とは異なるさまざまな問題が生じて

いる. 
スマートフォンでの回答を前提とする調査設計や評価については，すでに多くの研究報

告があり意見はさまざまであるが，いくつかの共通した知見が示されている（Couper et 
al.2017；Peterson et al. 2017；Couper，2019；Wenz et al. 2024；Toninelli et al. 2018；AAPOR，

2014 およびこれらで引用の多数の論文）。たとえば，PC主体のウェブ調査にくらべて，カ

バレッジ率が低い，回答率が低い，中断率が高い，回答所要時間が長いなどである。測定

誤差要因については，社会的望ましさによる偏り，労働最小化行動，初頭効果などは，従

来のウェブ調査と変わりはないという報告もある。また，調査票の設計や配信・回収の仕

組みに注意すれば，従来のウェブ調査とはあまり差違はないという意見も多い。スマート
．．．．

フォン
．．．

を
．
用いる
．．．

調査
．．

設計
．．

の最善策はまだない
．．．．．．．．．

が，現在までに，以下のようなさまざまな選

択肢が検討されている。 
 

P1：なにもしない（原則 PC対応のウェブ調査票で対応する）。 
P2：スマートフォン用にモバイル最適化した調査票だけを用意し，PC でもこれを表示

させる。 
P3：スマートフォン利用者は（識別し）除外する。現実的でないが実験調査例はある。 

P4：スマートフォン利用者を特定し（識別し），別の代替機器（PC，タブレットなど）の

利用を促す。 

P5：モバイル OS に合わせた調査用アプリを用意，これを回答者がダウンロードして回

答する。 

P6：1 つの調査票を用意，これをＰＣ用，モバイル用にそれぞれ最適化し，調査者のサ

ーバ側で調査対象者の利用機器を識別して，それぞれを振り分けて出力･配信する。この

とき，モバイル用は，ブラウザに合わせて調査票レイアウトをモバイル最適化する。 
P7：PC とスマートフォン用それぞれに最適化した調査票を別々に用意し，回答者の端末

に合わせて（識別して）使い分ける。 
 

ここでの検討課題は設計特性（調査票，配信方法，利用機器の選択や識別など）を回答者
．．．

の利用環境に合わせてどう調整するか
．．．．．．．．．．．．．．．．．

だが，いずれの選択肢も，さまざまな実験調査が行

われている（とくに，P6 や P7 のようなモバイル最適化を行う場合），しかし，それぞれに
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問題があり，調査誤差（とくに
．．．．．．．．

，
．
カバレッジ誤差
．．．．．．．

，
．
無回答誤差
．．．．．

，
．
測定誤差）の程度に違い
．．．．．．．．．．．

があることが予想され
．．．．．．．．．．

る。実際にいずれの選択肢についても，さまざまな調査票形式を用

いて回答者行動の評価，調査誤差の分析が行われている。実務現場では，調査対象者の多

くがスマートフォンで回答することを前提に，P2 と P6，とくに P2 を利用することが多い。

P5〜P7 は，技術的難度が高く，実装するには費用も手間もかかる。 

 
3.4 調査の質と調査誤差の評価  
調査誤差（survey error）はどのような調査方式でも発生する。また，調査の質と費用はト

レードオフの関係にある。廉い費用で調査を行ない，高い質の調査を期待することは無理

である。しかし，調査誤差を少しでも低減し，調査の質を高めるよう努めることで対費用

効果が高まる（Groves，1989）。ウェブ調査も同様で，質のよい調査結果を得るには，それ

なりの費用投下や調査方式の改善が必要である。多くの場合，非確率的パネルよりも，確

率的パネルのほうが，データの質が高いとされるが，こうしたパネルの構築や保守･維持に

はかなりの費用がかかることは自明である。 
調査の目的は，母集団特性値について，精度が高く（ばらつきが小さく），正確な（偏り

のない）推定値を得ることである。推定値の良さを測る指標の 1 つは平均二乗誤差（MSE）
である（たとえば，Groves，1989：8；Biemer and Lyberg，2003：51-60）。偏りとばらつき

が小さければ平均二乗誤差は小さくなり，これが理想であるが，多くはそうならない。標

本の大きさが大きければばらつきは減るが偏りがなくなるとは限らない。つまり，偏りに

よって平均二条誤差が大きくなることもありうる。ウェブ・パネルの登録者数が大きけれ

ば，あるいはパネル構成が国勢調査の人口統計学的変数の分布に近ければ代表性があると

いう言説には根拠がなく，そう単純に調査の質は測れない。たとえば，非標本誤差は，全

母集団要素や全パネル登録者を対象とした調査でも生じる。 

つまり，調査誤差の発生源を調べ，これを低減すれば調査の質の向上につながる。標本調

査では，調査誤差を単純に標本誤差と非標本誤差に分けて考えることでほぼ対応できてい

た。おもに標本抽出設計にともなう誤差である標本誤差（推定誤差，調査設計誤差）は，

枠と標本抽出方法があきらかであれば，多くは調査者側で制御・管理が可能な誤差である。

一方，非標本誤差は，多くの場合，調査者側での制御・管理がむずかしい。 
ウェブ/モバイル調査をはじめ，コンピュータ支援型の調査方式の普及，調査用具の多様

化で，調査実施過程の諸段階でさまざまな誤差が発生し，標本誤差よりも非標本誤差の発

生源が増え複雑になった。そして，総調査誤差（TSE：Total Survey Error）の観点から，調
．

査誤差をより詳しく分類し誤差特性を評価すること
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

が重要な課題となっている（詳しくは，

Biemer et al. 2017；Biemer and Lyberg，2003；Bethlehem，2010；Groves，1989；Groves and 

Lyberg，2010；Biffignandi and Bethlehem，2021；AAPOR，2014；大隅，2021 を参照）。 
ここでは，総調査誤差の分類に従って，非標本誤差を，観測誤差（測定誤差），非観測誤

差（カバレッジ誤差，無回答誤差），処理誤差（エディティング，コーディング，補定・加

重調整などで生じる誤差）と分けて考える。多くの研究報告が，非標本誤差に影響を及ぼ

す誤差発生源の評価・検証にあてられている。たとえば，よく知られた例として労働最小

化行動や社会的望ましさの偏りがある。 

ウェブ/モバイル調査の場合は，他の調査方式にくらべ，非標本誤差に影響するさまざま
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な事象が観測されるが，現状ではそれぞれが断片的に議論され報告されることが多く，そ

れらを網羅的に拾い説明することはむずかしい。 
そこでここでは，上の 3 つの誤差（観測誤差，非観測誤差，処理誤差）を念頭に，調査の

質に影響を及ぼす誤差発生源と留意事項を，多くの研究報告を参考に，表 2 のように要約

した。ウェブ/モバイル調査の設計を行う際に，ここに示したような諸要素を念頭に進める

ことが肝要である。 
 

3.5 回答率の評価と問題点  
用いる調査方式により回答率（response rate）が異なることは多くの研究で示されてきた。

調査課題にもよるが，欧米では概ね，調査員による調査（面接，電話）のほうが，調査員

を必要としない自記式調査（郵送，ウェブ/モバイル）よりも回答率が高いといわれている

（例：Hox	and	de	Leeuw12)，1994）。また，郵送方式のほうが，ウェブ/モバイル方式より

も回答率が高いという指摘もある（例：Daikeler，et	al.	2020）。さらに，スマートフォンを

用いたモバイル方式よりは，PC 対応のウェブ方式の回答率が高い傾向にあるとの指摘も

ある（Antoun et al. 2017；Couper et al. 2017；Peterson et al. 2017；Couper，2019）。 	
一方，どの調査方式でも回答率の急速な低下減少が指摘されている13)。欧米の世論調査の

標準的な調査方式である電話調査（RDD 方式の CATI）やウェブ/モバイル調査の回答率の

低下減少は深刻で，これを巡って，回答率向上を目指した混合方式の採用やさまざまな対

応策が検討されている。 

回答率の求め方もいろいろある（例：AAPOR，2023）。回答率が調査の質を測る指標とし
．．．．．．．．．．．．．．．

て
．
適切か
．．．

（回答率の信頼性，無回答の偏りとの関係），回率
．．

に影響を与える要因は何か
．．．．．．．．．．．．

，妥
．

当な
．．

回答率
．．．

とはどの程度なのか
．．．．．．．．．

，といった議論も多数ある（たとえば，『社会と調査』の「特

集：回収率を考える」，2010；内閣府，2024（令和５年度）；Davern，2013；Callegaro and 

DiSogra，2008）。 
回答率が低いからといって無回答誤差が大きいとはならない。回答率の高低は，無回答の

偏りの多寡と関係するとも限らず，回答率は無回答の偏りの優れた代替指標とも限らない

ことは多くの研究で指摘されている（Groves and Peytcheva，2008；Davern，2013 など）。高

い回答率を求めるための多大な努力（丁寧な手間をかけた依頼状，高価な謝礼，何度もの

督促など）は費用の増加となり，しかも無回答の偏りの減少は期待できるとは限らない。

回答率（無回答率）と合わせて無回答
．．．

（調査不能
．．．．．

，
．
項目無回答）
．．．．．．

の内容
．．．

を精査
．．．

し
．
，
．
また
．．
無
．

回答の偏りとの関連を調べること
．．．．．．．．．．．．．．．

が重要である（たとえば，Groves et al., 2002 には，無回

答を巡る課題を扱った多くの研究報告がある）。最近，商用ウェブ・パネルの宣伝に，無回

答やストレートライニングなどを自動的に判定除外し，ごみのないきれいなデータを提供

できるといった説明がみられるが，何の検証も行わずにこうした処置を行うことは本末転

倒である。 

ウェブ/モバイル調査の場合は，回答率だけでなく，中断率（break-off rate）やパネルから

の脱落率（attrition rate）などの検証が重要である。さらに非確率的パネルの場合には，正

確な回答率を求めることが難しいので，参加率（ participation rate）あるいは完了率

（completion rate）を用い，これらを報告することが勧められている（AAPOR，2023；

ISO/JIS26362，2009；IMRO，2006）。 
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ウェブ上でみられる多くのウェブ調査適用例の報告では，回答率・参加率をはじめ調査設

計情報が正確に報告されることは少ない。国内のある例では，回答率が 1 桁台（10％以下，

約 69 万人に配信，約 6.8 万人から回収；若年層では 5〜7％程度）のこともあった。 

一方，最近目にとまった米国のある調査例では，調査方法が簡潔に記されている。米国の

調査機関（Langer Research Associates）が，Ipsos KnowledgePanel®を用いて，ナイト財団

（Knight Foundation；https://knightfoundation.org）の委託で行った調査「アメリカの公立学

校における図書制限に対するアメリカ人の見解」（Americans’ Views on Book Restrictions in 

U.S. Public Schools 2024；Knight Foundation，2024）の回答率は 64.5％であった。ここには，

調査方法の概要（用いた確率的ウェブ・パネルの構築方法，標本抽出，調査票情報（利用

言語），予備調査と本調査，督促方法，非適格者情報，加重調整方法など）が簡潔に記され

ている。これは特別な例ではなく，欧米の調査報告ではごく一般的なことである（国内に

おける調査報告はどうであろうか）。 
実は，ウェブ/モバイル調査の回答率は，思ったほど向上していない（むしろ低下傾向に

あると思われる）。回答率の傾向について，ウェブ調査と他の調査方式とを比べた研究報告

は無数にある。とくに，総合的にメタ分析を行った例がいくつかみられる。たとえば，

Daikeler et al.（2020）では，114 の論文についてウェブ調査と他の調査方式を比較したメタ

分析を行っている。この報告では約 10 年前（2008 年）に行ったメタ分析と比べている。

この分析では，いくつかの仮説のもとに，ある一定の評価基準を用意して比較分析を行な

っている。また，Wu et al.（2022）のメタ分析では，8,672 件の研究報告をある条件でスク

リーニングし，残った 1,071 件のオンライン調査の回答率の傾向を比較分析している（こ

れら 2 つの研究報告とそこで引用の文献にある情報は非常に有用である）。 

いずれも，多くの興味ある知見を示しているが，共通したこととして，研究報告数は年々
．．．．．．．．

増えているが
．．．．．．

，
．
回答率には大きな変化がないこと
．．．．．．．．．．．．．．．

（高い回答率は得られない
．．．．．．．．．．．．

こと
．．

）
．
，
．
回答率
．．．

のばらつきが非常に大きいこと
．．．．．．．．．．．．．．

，回答率に影響を及ぼす要因として
．．．．．．．．．．．．．．．

，たとえば，扱う母集

団の種類とその人口統計学的変数，調査課題，標本の大きさ，謝礼，督促，などを挙げて

いる。また，ウェブ調査の利用が増えているにもかかわらず，依然として他の調査方式（郵

送，電話，面接など）よりも回答率が低い傾向にあるとも指摘している。そして，多様化

した機器類の違いが，回答率，無回答の偏りにどう影響しているかの検証がさらに必要で

あると示唆している。 

時間が遡るが，1997 年から 2002 年（第 1 次〜第 4 次実験調査），2005 年から 2007 年に

かけて行った一連の調査方式の比較実験調査と，共同研究による調査方式比較の実験調査

（2010 年〜2012 年）がある14)。この実験調査では，回答率・参加率が調査方式間でどう異

なるか，どのような傾向にあるかを調べた。 

この実験調査から得た回答率の一部をグラフで示した（図 1，図 2）。 
 
図 1： 2006 年の実験調査は，実施条件を標準化して行った稀な例である（前田他，2007；
統計数理研究所・株式会社博報堂，2007）。標準化とは，調査委託者側と各調査企業間で共

同実験調査であることの合意形成を行い
．．．．．．．

（合意書の交換，調査結果の開示・共有化），共通
．．

の調査票
．．．．

，
．
同時点実施を条件に
．．．．．．．．．

行ったものである。この実験調査では 6 社が参加した（7 つ
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の公募型パネル，1 つの非公募型パネル）。図にみるように，結果の回答率・参加率はウェ

ブ・パネル間のばらつきが大きい。 
図 2：一連の実験調査（1996 年〜2012 年に実施した 52 回の調査）で用いたウェブ・パネ

ルの種類別（公募型が 43 回，非公募型が 9 回）の参加率を比べてみた。（公募型・非公募

型の調査回数に違いがあるものの）非公募型パネルのばらつきが大きく，また公募型パネ

ルよりも参加率が高い傾向にある。 
 

 
図 1 回答率・参加率の分布  

 

 

図 2 ウェブ・パネルの参加率の比較  
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一方，偶然ではあるが同時期（2006 年）に，はるかに規模の大きい実験調査がオランダ

で行われている（Vonk et al. 2006）。これは 19 のウェブ・パネルについて共通の調査課題・

調査票を用いて同時点調査を行っている。その結果，参加率に大きなばらつきがあること

（19％〜77％まで，平均で 50％），複数パネル登録者があること（62％が複数パネルに登

録，平均して一人当たり 2.73 パネルに登録）などが示されている。 

図 1 の実験調査では， アンケート・モニターへの登録者募集を行っている百数十社のう

ち登録者数の多い 41 サイトを選び，どのサイトに登録しているかを尋ね，登録率とサイト
．．．．．．．

間の
．．

重複登録率
．．．．．

を調べた
．．．．

（詳しくは大隅・前田，2006 を参照）。 
その結果，参加率のばらつきが大きいこと（5.1％〜61.9％，単純平均で 32.7％），複数パネ

ル登録者が多いこと（ほぼ半数の 49.2％が，登録者数がもっとも多いパネルに登録，次が

43.6％…と続く），登録サイト数が多いほど謝礼目的で調査に回答する傾向があることなど

もわかった（大隅・前田，2008）。 

これら両者の調査結果には，回答率・参加率はウェブ・パネル間で大きなばらつきがある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

こと
．．

，
．
多くの回答者が
．．．．．．．

複数のパネルに登録している
．．．．．．．．．．．．．

こと（同一回答者の複数登録があるこ
．．．．．．．．．．．．．．．．．

と）など
．．．．

，
．
共通
．．

した特徴
．．．．

が観察された。 
最近，これに類似した報告がある（杉野・小内；2020）。ここでは非確率的パネルには複

数登録に違いがあり，確率的パネルでは複数登録が少なかったことが報告されている。調

査方法に若干の違いがあるものの，今でも登録者の傾向に類似性がみられることがわかる

（非確率的パネルの登録傾向には変化がない，ある一定の傾向がある）。 

現在，無数のボランティア・パネルが存在するが，パネル登録者の分散化や複数登録が予

想され，状況はより複雑になっている。パネル募集の登録率も激減し（とくに若年層の捕

捉が困難），従来以上に人口統計学的変数の分布に大きな偏りが生じている。パネル登録者

が，どのような回答行動を取るか，複数パネルを用いて，標準化した条件で行う実験調査

による検証が是非とも必要である。 
 

3.6 パラデータの活用  
パラデータ（paradata；プロセス・データ，ログ・データともいう）とは，回答者の回答

行動を含む調査データ収集過程にかかわるデータを電子的に追跡して得られるデータのこ

とをいう。パラデータはウェブ調査に固有のものではなく，コンピューター支援によるデ

ータ収集方式全般に適用される概念である。これについては，『社会と調査』の「特集：パ

ラデータの活用に向けて」に詳しい（とくに，Couper，2017；松本，2017；大隅他，2017）。

ウェブ方式の特性研究の重要な課題の 1 つであり，欧米では無数の研究報告がある（たと

えば，Kreuter (ed.)，2013；Callegaro，2013；Callegaro，2023）。 

パラデータ（サーバー側パラデータ，クライアント側パラデータ）の測定と分析により，

調査の質の向上を図ることが可能なことがウェブ調査の特長
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

である。パラデータの生デー

タは，そのままでは単なる文字列情報であり，これを解読して分析可能な情報に変換する

必要がある（大隅他，2017；Callegaro，2013；Callegaro，2023）。また，モバイル方式とな

ったことで，得られるパラデータの種類や情報量が格段に増えたが分析が面倒になった。 
パラデータの簡単な例としては，調査依頼状の配信と開封率の確認，メールドメインの確

認，調査票への回答者の行動追跡などがある。とくに，回答者の調査票とのやり取りの過
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程で，押下キー（回答選択肢の選び方），マウスの動き，回答変更の確認，各質問への回答

や調査票全体の回答記入に要した時間，ヘルプ機能の利用有無の識別，回答の中断や脱落，

項目無回答が起きた質問の検出などがある。 

異常に回答が早い人は，質問文をきちんと読んでおらず正しい回答選択肢を選んでいな

い（例：ストレートライニングが発生），逆に回答所要時間が異常に長い人は，回答選択肢

の意味が正しく理解できずに迷っている，こうした状態を検知し記録する。こうした事象

が生じることは調査票設計に問題があるわけで，パラデータの分析により原因解明を行い

調査票の改善に役立てることができる。 
回答者の回答行動を追跡する受動的なデータ収集を行うには，調査参加者の明確な同意

が必要となる場合がある。個人情報保護やプライバシー保護の観点から，パラデータの取

得の是非を巡っての議論がある。しかしいまのところ，パラデータ収集は，回答者と調査

票との間のやりとりに限定されており，倫理審査委員会でも許容範囲であるとみなされる

という意見もある（Singer and Couper，2011；Couper and Singer，2013）。 

パラデータを
．．．．．．

用いる
．．．

ことは
．．．

，
．
ウェブ調査の調査誤差の低減と質の向上に非常に有効
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

であ

る。しかし，残念なことに，日本国内ではパラデータを容易に取得できる状況にはない。

多くの商用ウェブ・パネルの運用企業は，パラデータの分析にはさほど関心がなく，測定・

分析を行っている例はほとんどみられない。また，調査委託者側もパラデータの利用まで

は想定していないことが多い。費用がかさむことになるが，学術研究を行う上では，調査

計画の中にパラデータの取得と分析を加えるべきである。 また，調査研究の 1 課題とし

て，パラデータの利用法に関する研究をより一層進める必要がある。 
 

3.7 混合方式による調査の課題  
複数の調査方式を用いる調査を混合方式15)による調査（mixed-mode survey）という。混合

方式を用いる理由はいろいろあるが，調査経費の削減，回答率の向上（無回答の低減），カ

バレッジの向上（カバレッジ誤差低減），適時性の向上（調査結果を早く得たい）などが挙

げられる。実際には，多数の調査方式があり（対面面接，電話，郵送，IVR，ウェブ/モバ

イル），どれを用いるかの選択は難しく，各調査方式の利点，欠点もさまざまである。また

調査方式の組み合わせ方や実施順によっては，調査方式効果の評価が難しくなるなど，さ

まざまな課題に直面する。つまり，混合方式による調査設計はそう容易ではない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

。 
しかも最近は，どの調査方式を用いても回答率低下が著しく，ウェブ/モバイル調査も例

外ではない。前述のように，スマートフォンの普及で，視覚的機能と聴覚的機能の境界が

曖昧になり，機器の混合も生じている。しかし，調査費用が廉価で適時性，利便性の高い

ウェブ /モバイル方式と他の調査方式とを組み合わせた混合方式による調査への関心が高

く，欧米では多くの研究者がこれに取り組んでいる。 
混合方式には多くの形式がある。たとえば，Dillman and Tarnai（1988: 511-514）は 6 つの

類型に分けており，また de Leeuw（2005），de Leeuw et al.（2008）は，2 つに分けて考えて

いる。de Leeuw の分類に従うと，大別して，同時並行的に相異なる集団に異なる調査方式

を用いる同時混合方式（concurrent mixed-mode）と，逐次的に複数調査方式で，調査時点を

ずらして調査を行う逐次混合方式（sequential mixed-mode）がある。混合方式の設計は，調

査時点（同時的か，逐次的か）の違い，枠の違い（1 つ，複数），調査方式（郵送，電話，
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IVR，ウェブ/モバイルなど）の違い，調査対象者への接触段階の違い（勧誘，督促，追跡

など）や組み合わせ方により，さまざまな形態が考えられる。実際，欧米ではさまざまな

混合方式を用いた多数の研究報告がある。 

たとえば，逐次混合方式設計（1 つの調査方式を回答者に提供した後に別の調査方式を提

供）の方が，同時混合方式設計（回答者に調査方式を選択させる）よりも優れていると示

唆する報告がある（de Leeuw，2018: 77-78）。一見すると，同時混合方式で回答者が提示さ

れた複数の調査方式から，好きな方式を選ぶほうが回答率の向上につながる可能性があり

そうだが，これの実証的な証拠は少ないとの指摘もあり（同上），意見はさまざまである。 
日本国内でも，混合方式による調査の興味あるすぐれた研究報告がみられるようになっ

たが，多くは郵送方式とウェブ方式との混合を試みた例である（杉野・平沢（編），2024；
吉村，2020；萩原，2018a，2018b）。日本の場合は，枠として住民基本台帳や選挙人名簿が

利用できるので，郵送方式との組み合わせは自然な選択であろう。 
最近，興味ある書“Handbook of Web Surveys”が登場した（Biffignandi and Bethlehem，2021；

以下，同書）。この大著の第 9 章が「混合方式による調査」にあてられ，たとえば，混合方

式とは何か，なぜ混合方式を用いるのか，調査データの質を高めるためにどのように用い

るべきか，今後の進む方向など。多くの研究報告を引用し詳しく解説している。 
同書をはじめ多くの研究報告では（Tourangeau，2017；de Leeuw et al. 2008；de Leeuw et 

al.(eds.)，2018 など），混合方式による調査は，さまざまな検討課題があることが指摘され

ている。個々の調査研究の背景，調査課題，多様な質問の種類（事実に基づく質問，態度・

意見を問う質問，変化を問う質問，生活態度・暮らしを問う質問など）に依存し，扱う現

象が異なれば，用いる調査方式によってそれぞれ異なる差違（調査方式効果）を生む可能

性があり，現時点では最善の混合方式設計を決める際に役立つ一般的な理論モデルはない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

との指摘
．．．．

もある。 
混合方式の場合，単一調査を行う場合に比べ，統計的推測（信頼性が高く妥当な母集団特

性値の推定値を得ること）がより難しい状況におかれることが多い。さまざまな問題が指

摘されているが，重大な懸念の 1 つは調査方式効果（mode effect）が生じることである。

これは，データ収集に用いた調査方式によって生じる調査結果の違いのことを意味する。

調査方式効果を低減することは可能だが，多くの場合，完全に取り除くことはできない。

この調査方式効果の評価と防止・低減に関する多くの研究がある。 

たとえば，一般に，調査方式効果を低減するためには， ①調査票の設計を通じて防ぐこ

と，②データ収集設計を通じて回避すること（例：適応型調査設計の適用），③推定方法

を通じて調整すること（例：加重調整法や回帰法），④調査方式の校正（例：推定の際に，

調査方式の構成比を同じ割合に揃えて比較）を通じて測定効果の影響を安定させること，

の 4 つの選択肢が示されている（同書：324）。 
混合方式における調査方式効果には選択効果（selection effect）と測定効果（measurement 

effect）の 2 つがある。選択効果とは，回答者が異なると，異なるデータ収集方式を選ぶ（回

答者は自分が好む調査方式を選びやすい）という現象である（例：回答時に若年層はウェ

ブ方式を選びやすく，高齢層は対面面接方式を好む）。測定効果とは，調査方式の測定方法

の違いによって測定値に違いが生じること，調査方式が回答者に与える影響をいう（例：

同じ回答者でも調査方式が異なると異なった回答をする）。 



 18/22 

選択効果（誰が回答するのか）は，非観測誤差（アンダーカバレッジ，無回答）に起因す

る現象であり，測定効果（どのように回答するか）は観測誤差（質問提示順序，回答順序

効果，調査員効果，社会的望ましさ，初頭効果や新近性効果，想起の偏り，黙従傾向など）

に起因する現象である。つまり調査方式効果は非観測誤差と観測誤差の両者に影響する（de 
Leeuw，2018：79-80）。 

通常，混合方式による調査における全体の偏り（とくに非標本誤差）は，これら選択効果

と測定効果から生じるが，多くの場合これらは交絡しており分離することが難しい。たと

えば，選択効果が減ると，推定値に対する測定効果が増えるかもしれない。また，選択効

果あるいは推定値に対する測定効果は，混合方式の組み合わせ方（用いる調査方式の構成

比）の影響を受ける可能性もある。しかし，混合方式としたことの調査方式効果を把握す

るには，選択効果と測定効果はなるべく分離することが望ましい。 

このことから，選択効果と測定効果を分離するためのさまざまな研究が行われている。た

とえば，Tourangeau（2017：123）によると，①測定誤差を直接的に評価すること（例：信

頼できる標準的基準となる調査と比較する），②統計的な加重調整法や回帰法を適用して

異なる調査方式間の結果を比較できるようにすること，③モデル化により測定誤差を推定

すること（例：確証的因子分析，潜在クラス分析，構造方程式モデルなどの利用）を挙げ

ている。 

別の課題として，調査方式が回答者の回答行動にどのように影響するか，接触をどのよう

な方法で行うかを検証することがある。これについては，Dillman（2007），Dillman et al.

（2014）が提唱した，用いる調査方式間の差違をできるだけ最小化する（各調査方式の誤

差を均質にするよう最適化した質問構成とする）統合化手法（uni-mode design，unified 

mode），や，Tourangeau（2017），Tourangeau et al.（2013，訳 2019）が提案した，用いる各

調査方式の利点をいかして調査方式内の誤差をなるべく最小化するベスト・プラクティス

手法（best practices approach）がある。統合化手法は，調査の比較（適用する調査方式の組

み合わせ・構成比が異なる複数の集団間の比較，目標変数のほとんどが意見を問う質問な

ど）が主目的であるときに適している。一方，ベストプラクティス手法は，母集団全体で

の特性値に関心があり，とくに事実に基づく質問が目標変数である推定値を得ることが目

的である場合に適している。 
ここでは，混合方式による調査を巡る多くの話題のごく一部について述べた。Biffignandi 

and Bethlehem（2021）や他の多くの研究報告（de Leeuw，2008；Tourangeau，2017；de Leeuw，

2018；AAPOR，2014）を要約すると，①混合方式に適した調査票の設計方法，②調査方式

の混合方法（逐次と同時，調査目的による使い分け，混合構成比），③調査方式の提供順（順

序効果，時点効果），④回答率の評価（各調査方式の性能比較など），⑤総調査誤差の低減

（とくにカバレッジ誤差，無回答誤差，測定誤差といった非標本誤差の評価），⑥適切な統

計的推測の方法（推定手順，調査方式効果評価，加重調整法や回帰法による選択効果の調

整，構造方程式モデルなどによる回答行動モデル化など），⑦異なる調査方式で集めたデー

タを統合･利用することの適否（データの完全性），⑧機器混合が加わったことへの対応方

法，と多くの課題があり，さらなる研究が必要である。 
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4．おわりに—これからに期待すること  

四半世紀前になるが，はじめてインターネット調査と他の調査方式の比較実験調査に取

り組んだとき（1996 年頃「調査環境の変化に対応した新たな調査法の研究」ほか；大隅，

2000），火中の栗を拾うようなものと揶揄され，いかがわしい研究に拘わるのはいかがなも

のかと多くの研究者から警告も受けた。いわく，インターネット調査はとても調査とは言

えない代物だ，というのが大方の意見であった。また，当時次々と登場していた商用オン

ライン・パネルの企業からは，余計なことをしてくれて迷惑だとの苦情も受けた。昨今の

ウェブ調査の普及，発展をみると，隔世の感がある。 
しかし，負の側面ばかりではなく，多くの調査企業や市場調査関係者らのご理解とご協力

を得て多数の共同実験調査を行い，貴重な情報を集めることもできた。前述のように，体

系的な実験調査が行えたことも貴重な経験であった。こうした当時のウェブ・パネル（公

募型，非公募型）の多くは，商用ボランティア・パネルとして引き継がれている。最近は

こうしたパネルを用いた大規模な実験調査の例がみられないことは残念である。 

モバイル機器の普及で，スマートフォンや SNS の利用が当たり前のように暮らしている

人々が増え，調査データ収集環境の様相がまったく変わった。こうした状況下で，調査に

回答してもらうために，どのように人々に接触・依頼し，説得し，質問に答えてもらうか，

調査の基本である調査方式のさらなる検証が求められている。 

一方，繰り返し述べてきたように（大隅・前田，2007，2008；大隅，2020a，2020b），欧
米の研究に比べ，内容，量ともに遅れがあることは否めない。しかし，調査方法論研究の

発展の経緯や調査研究の基盤が欧米とは異なる日本では，欧米の研究をそのまま受け入れ

ることも適切ではないだろう。 

社会科学や調査方法論の既存の知識だけでは適切な研究を行うことが難しくなっている。

分野横断的に，情報科学やインターネットを含む情報通信技術（ICT）に精通する専門家，

経験のある調査実務者の参加，協働を得て研究を進めることが肝要であろう。 
検討すべき課題は無数にある（例：Tourangeau et al. 2013， 訳大隅他，2019 の「訳者まえ

がき」）。1 つの希望であり期待は，多くの制約があるものの，まだ利用できる住民基本台

帳16)や選挙人名簿を用いて，あるいは，これに加えて他の新たな標本選出方法を工夫して，

継続的に利用可能な確率的ウェブ・パネルを構築し，ウェブ/モバイル調査や混合方式によ

る調査の体系的な研究を進めてほしいことである。 

もう 1 つの期待は，既存の商用ボランティア・パネルの適切な使い道を探すことである。

廉価で使い勝手がよく，ときには研究用オプションも提供している商用ボランティア・パ

ネルを学術研究に用いることが多くなっている。しかし，こうしたパネルを用いた調査結

果の報告には問題がなくはない（例：調査設計，参加率，中断率，無回答情報，測定誤差

評価などの説明が十分ではない）。使う前にまずは，複数のウェブ・パネルを対象に，同一

条件下で共同実験調査を行い，ボランティア・パネルの特性を評価，検証することが必須

である。 
そして，日本と欧米の比較研究が必要であることを指摘したい。従来の多くの国際意識比

較研究などで指摘されてきたように，日本人の意識，態度，生活意識など，欧米のそれに

類似や差違がある。たとえば前述の一連の実験調査では，回答者の回答行動には，さまざ

まな点で違いがみられた（例：マトリクス形式でのストレートライニング現象やプルダウ
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ン・メニュー形式の初頭効果の多寡・違い，無回答の内容と無回答率や中断率の違い）。各

国の研究者が協働し，複数の国のウェブ・パネルを用いて，ウェブ/モバイル調査の特性の

比較検証を行うことが実現することを期待したい。 

最後に，実験調査のある研究報告集会の始めに，故・林知己夫先生からいただいた短い挨

拶の一部を引用して結びとしたい（林，2001：199）。 

 

《私はインターネット調査にランダムサンプル的な代表性を求めることは木に縁
．．．

りて魚を求めるに等しい
．．．．．．．．．．．

。しかし，その特色を用いた relational marketing とか，医

師と患者の双方向 relation の保持，瀬踏み的情報の獲得とかには役立つのではない

かと思う。あるいは，未然事故（インシデント）の把握とか改良点の早期把握とか

にも有効であろう。要は使い道である
．．．．．．．．

。インターネット調査で全体に対する代表性
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

を求めることは調査の自滅への道である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

。しかし，我々はインターネット調査の統
．．．．．．．．．．．．．．

計的な研究は避けるべきではない
．．．．．．．．．．．．．．．

。
．
これがいかなる性格を持つか
．．．．．．．．．．．．．

，
．
いかに用いるの
．．．．．．．

が統計的に妥当かを真剣に研究し
．．．．．．．．．．．．．．．

，
．
そのあるべき姿を「データの科学」の立場から
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

探るのが我々のとるべき道と思う
．．．．．．．．．．．．．．．

。》（傍点は筆者） 
 
この言葉に応えて，ウェブ/モバイル調査の適切な使い道を探すこと，そしてウェブ/モバ

イル調査の関連研究がより一層充実し，信頼できる調査方式として確立されることを望ん

でやまない。 
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1) 電子調査（electronic survey），電子メール調査（email survey， e-mail survey），オンライン調査
（online survey），インターネット調査（internet survey），ウェブ調査（web-based survey， web survey），
モバイル調査（mobile survey），ウェブ/モバイル調査（web/mobile survey）など，さまざまな呼称があ
り，区別もあいまいである。しかし，調査用具としてスマートフォンが登場したことで，調査データ収

集方法の様相がまったく変わったと考えられる。本号は「特集：社会調査としてのウェブ調査の可能性」

だが，スマートフォンによる回答が主である“モバイル調査”となっている現状を勘案し，ウェブ調査

とモバイル調査（あるいはモバイル・ウェブ調査）とを使い分け，また，ウェブ調査とモバイル調査を

「ウェブ/モバイル調査」と記すことにする。 
 
2) 井田（2023）の報告の「まとめ」には，以下のような説明がある。非常に重要な情報であるので，こ
れを全文引用する。 
《地方自治体の住民意識調査はほぼすべてが郵送方式で，「郵送・ウェブ回収併用」が、都道府県で 8
割以上，政令市，県庁所在市，東京都市部で 7 割以上，東京 23 区で 9 割以上となっている。 
「郵送・ウェブ回収併用」は．令和 2（2020）～令和 4（2022）年にかけての 3 ヵ年度の間に導入した
自治体が過半数を占め，コロナ禍の時期に導入がすすんだ。郵送回収とウェブ回収の件数内訳を調査結

果に示す自治体は 7 割ほどで，約 3 割では内訳件数が示されていない。回答者の年代別に郵送・ウェブ
内訳を示すのは，郵送・ウェブ回収を併用する自治体の 2 割に満たない。これは，紙媒体とウェブ画面
の回答環境のちがいや，回答環境がデータに与える影響について，調査実施者の関心は高くないことの

表れと思われる。ウェブ回収数はコロナ禍 1 年目を境に大きく伸び，その後は概ね，微増から横ばいの
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傾向となっている自治体が多い。》 
 
3) たとえば，以下のような報道や調査報告がある． 
ⅰ）”Real Clear Politics”（https://www.realclearpolitics.com）の発信する”Election 2024，Latest 
Polls”． 
ここでは，“RealClearPolitics average”という平均値を公開している．時系列的に，二人の候補の支

持率の推移がみられる．複数の世論調査の結果の平均を示すことは誤解を招くという意見もある． 
  https://www.realclearpolling.com 
  https://www.realclearpolling.com/latest-polls/election 
 
ⅱ）米国の調査機関の 1 つである“Pew Research Center”が，自ら運用する確率的ウェブ・パネルで

ある ATP(American Trends Panel）を用いて行った調査結果の例． 
  https://www.realclearpolling.com/latest-polls 
  https://www.pewresearch.org/wp-content/uploads/sites/20/2024/09/PP_2024.9.9_harris-
trump_REPORT.pdf 
 
4) いわゆる非確率的ウェブ・パネルであり，これをオプトイン・パネル，アクセス・パネルともいう。 
 
5) こうした調査は，従来も行われていたが，モバイル調査の登場で調査の様相が大きく変わったという

こと。 
 
6 ) 初期のオンライン調査，インターネット調査を含むコンピュータ支援の電子的調査データ収集

（CASIC：Computer Assisted Survey Information Collection）の研究の発展経緯や課題については，

Best and Krueger(2004)， Saris（1991），Couper et al.（1998），Couper and Miller（2008）などに詳

しい。また，日本国内の事情については，大隅・前田（2007，2008），大隅（2010a，2010b）を参照，

さらに，2010 年代以降については，「政策と調査」誌（2013，2015，2016，2018；埼玉大学社会調査研

究センター）に多くの実験的な試みや動向の報告がある。 
 
7) ここで「特別な集団」とは，目標母集団の枠の定義が（やや）曖昧な集団のこと。「制約のない母集団」

（open population）とよぶことがある。ここで例としたように，製品やサービスの消費者といった枠が厳

密には定義されない対象（要素）からなる母集団のこと。これに対して，上に示した「特定母集団」の

ように枠の範囲が明確な目標母集団のことを「制約のある母集団」（closed population）ということがある。 
 
8) 「住所に基づく標本抽出」（ABS： address-based sampling）とは，米国郵便公社（USPS）が提供す

る電子ファイル化された CDS ファイル（Computerized Delivery Sequence File）を抽出枠として用い

る標本抽出（原則，世帯抽出）のこと（大隅他，2019；Dillman et al., 2014）。 
 
9) 以下の例がある。 
＜Ⅰ＞コンソーシアム  
“OPPA：Open Probability-Based Panel Alliance” 
https://openpanelalliance.org 
（*）現在，ここには GESIS Panel（ドイツ），LISS Panel（オランダ），Understanding America Study（米

国）が参加している。 
＜Ⅱ＞研究集会  
ⅰ）“CIPHER：Probability-based Household Internet Panel Research (CIPHER) Conference” 
（*）たとえば，2024 大会案内は以下 

”CIPHER 2024” 
https://ssrs.com/events/current-innovations-in-probability-based-household-internet-panel-research-cipher-
conference/ 
（*）MASS（Mobile Apps and Sensors in Surveys）と合同の大会となっている。 

”CIPHER 2024 and MASS” 
https://dornsife.usc.edu/cesr/cipher-2024/ 
（*）MASS については以下 

https://massworkshop.org 
ⅱ）”GOR：General Online Research” 
https://www.gor.de 
“General Online Research (GOR) Conference” 
The 27th General Online Research Conference (GOR 25)案内は以下 
https://www.gor.de/about/call-for-papers.html 
（*）GOR 24 までの履歴は以下 

https://www.gor.de/archive.html  
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10) スクローリング方式を質問重視型方式（question-based approach）ともいう。これは，調査票の複数の

質問をページ単位にして 1 ページ（画面）に 1 質問（一問一答形式）として構成すること，また，ペー

ジング方式を書式重視型方式（form-based approach）ともいい，すべての質問をまとめて記した 1 つのフ
ォームで構成することをいう。 
 
11) プログレス・インジケータ（progress indicator）とは，電子調査票への回答の「進度」を回答者に提示

するためのグラフィカル・ツールのこと。進度の速度の表示方法によって，「定速型プログレス・インジ

ケータ」（進度を一定の速度で提示する場合），「速-遅型プログレス・インジケータ」（前半加速-後半減速

型），「遅-速型プログレス・インジケータ」（前半減速-後半加速型）などがある（Tourangeau et al.：2013，
訳 2019：283 他）。 
 
12) この報告では，1947 年から 1992 年での傾向をみると，調査員による調査（面接，電話）と調査員を

必要としない調査（自記式：郵送，ウェブ/モバイル）の回答率の差は縮まっている可能性もあるが，ま

た，個々の調査課題にも依存するが，全体としては，調査員による調査（面接，電話）のほうが，調査

員を必要としない自記式調査（郵送，ウェブ/モバイル）よりも回答率が高い傾向にあるとしている。 
 
13) 日本国内でも，面接方式による調査の回答率の著しい低下減少がみられる。たとえば，「日本人の国

民性調査」（統計数理研究所，1953 年開始；第 1 次（83％，1953 年）から，第 14 次（50％，2013 年）），
「日本人の意識調査」（NHK 放送文化研究所，1973 年開始；第 1 回（78.1％，1973 年）から，第 9 回
（56.9％，2013 年）；高橋・荒牧，2014），「社会意識に関する世論調査」（内閣府，1969 年開始〜2020
年まで，2021 年から郵送方式；1971 年の 81.1％から 2020 年の 53.9％まで）と，すべての回答率が大

きく低下している。 
 
14) これらの一連の実験調査では，以下のような“共通した条件設定”を行った（詳しくは前田他，2007；
大隅・前田，2007，2008；大隅，2010a，2010b；大隅，2000 を参照）。 

① 複数のウェブ・パネルを用いて比較すること（パネル間差違の検証） 

② ウェブ方式以外の調査方式も用いて比較すること（調査方式効果の検討） 

③ 用いる質問を「事実に基づく質問」「意見・意識を問う質問」「インターネット利用環境（登録

サイト，利用頻度など）を問う質問」「消費者行動を問う質問」などを混ぜて用いること（調査方式

間の回答傾向の観察） 

④ 他の調査方式により行った継続的調査で用いられている質問文を引用利用すること（調査方式

効果の評価）。たとえば，「日本人の国民性調査」（統計数理研究所），「国民生活に関する世論調査」

（総務省内閣府）などの質問文を用いた。 
 
15) 「複合方式」（blended， combined），「マルチモード」（multi-mode），「多重モード」（multiple mode），
「ハイブリッド」（hybrid），「並行方式」などということもある。 
 
16) 日本国内では，標本抽出枠として住民基本台帳や選挙人名簿から確率標本の選出を行うことが一般的

な方法とされてきた。貴重な情報源である住民基本台帳や選挙人名簿の利用上の留意点については，調

査方法論の関連書で確認することができる（例：林（編），2002）。しかし，住民基本台帳から世帯や個

人の情報を選ぶ具体的な作業やそこで起こるさまざまな問題については，表だって議論されることは少

ないようである。自治体によって閲覧申請の手続きや情報提供方法に違いがある。また，閲覧できない

自治体もある。多くの場合，委託を受けた調査企業・機関の調査員が出向いて書き出しを行うのだが，

必要情報の転記作業（印刷冊子，PC 端末画面表示，閲覧許可された町丁だけ印刷出力された紙面から，

とさまざま）を行う人たちの負荷は大きく，決められた時間内に転記し書き出すことは容易ではない。

誤記や記入漏れ･脱落などの不具合が生じるおそれもある（これらはある種の誤差発生源，アナログなパ

ラデータといえるだろう）。また，自治体によって，電子化の程度や管理運用システム仕様が異なること

がある。このような不安定な状況で抽出作業を行うことは次第に困難になることが予想される。これに

替わる，より安定した正確な確率標本が選べるような，新しい手段・方策を構築すること（たとえば，

欧米のような電子化・標準化された情報源を用いること）が喫緊の課題と考える。 
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表 1 確率的ウェブ・パネルの例 

パネル名［国名］ パネル管理機関とウェブサイト URL 

Ipsos Knowledge Panel l®［フランス］ 

（*）主に，米国・英国で利用されている． 
調査機関 Ipsos 社 https://www.ipsos.com/en-us/solutions/public-affairs/knowledgepanel 

Gallup Panel［米国］ 調査機関 Gallup 社 https://www.gallup.com/topic/gallup-panel.aspx 

RAND American Life Panel［米国］ RAND 研究所 https://www.rand.org/education-and-labor/survey-panels/alp.html 

UAS: Understanding America Study［米国］ 
南カリフォルニア大学経済社会研究センター（CESR：Center for Economic and Social Research，University of Southern 

California） https://uasdata.usc.edu/index.php 

ATP: Pew American Trends Panel［米国］ 調査機関 Pew Research Center https://www.pewresearch.org/the-american-trends-panel/ 

NORC’s AmeriSpeak［米国］  
シカゴ大学世論調査研究センター（ NORC ： National Opinion Research Center ， University of Chicago ） 

https://www.norc.org/services-solutions/amerispeak.html 

SCP: Swedish Citizen Panel［スウェーデン］ 
ヨーテボリ大学 SOM 研究所（SOM Institute：Society, Opinion and Media Institute，University of Gothenburg） 

https://www.gu.se/en/som-institute/the-swedish-citizen-panel 

GIP: German Internet Panel［ドイツ］ マンハイム大学（University of Mannheim） https://www.uni-mannheim.de/en/gip/ 

Life in Australia™［オーストラリア］ 調査機関 Social Research Centre https://srcentre.com.au/lifeinaustralia/panel/ 

KAMOS: Korean Academic Multimode Open Survey［韓国］ 忠南大学校（Chungnam National University） http://cnukamos.com/eng/sub4/menu_1.php 

LISS Panel: Long-term Internet Study for the Social Sciences［オランダ］ ティルブルグ大学（Tilburg University.）の独立非営利機関“Centerdata” https://www.lissdata.nl 

GESIS Panel: German Social Science Infrastructure Services［ドイツ］ 
GESIS ライプニッツ社会科学研究所（ GESIS Leibniz Institute for the Social Sciences ）［研究機構］

https://www.gesis.org/en/gesis-panel 

ELIPSS: Étude Longitudinal par Internet pour les Sciences Sociales［フランス］ 
フランス国立統計経済研究所（INSEE：L’Institut National de la Statistique et des Études Économiques） 

 https://quanti.dime-shs.sciences-po.fr/fr/index.html 

PAADEL Project［イタリア］ 

（*）（ロンバルディア州農業・人口統計パネル：Agri-food and Demographic 

Panel for Lombardy） 

ベルガモ大学イタリア統計解析・調査センター（CASI：Center for Statistical Analyses and Interviewing，University of 

Bergamo） 

Understanding Society（UK Household Longitudinal Study）［英国］ 

（*）英国世帯継続的調査研究パネル（UKHLS：UK Household Longitudinal 

Study） 

エセックス大学社会経済研究所（Social and Economic Research，University of Essex） 

 https://www.understandingsociety.ac.uk 

注：URL 確認：2024 年 8 月時点 



 

表 2 ウェブ/モバイル調査における主な留意事項 

検討項目   要件・留意事項など 
非観測誤差 カバレッジ誤差  • カバレッジ問題（とくにアンダーカバレッジ）の検討．目標母集団の種類（一般母集団，特定母集団など），標本抽出枠の利用可

能性（住民基本台帳，選挙人名簿など），標本抽出の可否など 
 無回答誤差  • ウェブ/モバイル方式は調査員による調査方式（面接，談話）に比べ回答率が低い（無回答率が高い）傾向にある 

• 調査票設計効果の検討（調査用具の多様化，多機能化で複雑になった）←→「調査票設計効果」の項 
• 回答率・無回答率の評価と無回答分析（無回答発生原因評価）は併せて行う←→「加重調整」の項 
• 中断や調査不能・項目無回答などの原因を調べることが重要 ←→「パラデータ」の項 
• 調査対象者が回答する意思があるのに，調査票が未達となるとか，機器の回線接続の不具合で無回答となることかある（スマート

フォンでこれが多くなったとの報告） 
観測誤差 
（測定誤差） 

弱い労働最小化行動 
 

回答順序効果 • 初頭効果が生じる可能性がある（ウェブ方式とモバイル方式の差違は少ない）．新近性効果は生じにくい 
• モバイル方式は利用環境（機種，ブラウザ，OS，アプリなど）の影響評価が必要 
• 調査票設計の良否が大きく影響する ←→「調査票設計効果」の項 

 黙従傾向 • 質問の内容に関わらず質問文に同意する傾向（「はい」を選びやすい）は，ウェブ/モバイルのような自記式データ収集では少ない 
 強い労働最小化行動 

 
現状維持の支持 • 安易な解決策をとる，現状に変化はないとする回答選択肢を選ぶ（「何も変えない」「現状のままでよい」を選びやすい）傾向があ

る 
  非識別化 • 一連の質問に複数の同じ回答選択肢から回答を選ぶような場合（例：マトリクス形式）に生じる現象（ストレートライニングほか）

が起こりやすい ←→「パラデータ」「調査票設計効果」の項 
  「わからない」 

の選択傾向 
• 本当の回答をせずに「わからない」という答えを選ぶ傾向．選択肢「わからない」の使い方に注意 

  恣意的な回答 • 適切な回答を考えることを避け，適当に回答選択肢を選ぶ傾向（ランダムに回答を選ぶ「コイン投げ」現象）が起こりやすい 
 社会的望ましさの偏り  • 回答者が，他者からみてより好ましいと思われる回答を選ぶ傾向．とくに「微妙な質問」で生じやすい 

• ウェブ方式，モバイル方式では社会的望ましさの偏りはすくない傾向，両方式間の違いはなさそう 
 調査票設計効果 調査票のレイア

ウト 
• 紙の調査票に比べ多様な部品・機能を用いた設計が可能だが，さまざまな偏り・誤差を生むおそれ．レイアウト効果の評価が必要 
• 単純で書き込みやすい，簡潔な（質問文は短く，質問数や回答選択肢は少ない）レイアウトとする 
• プロービングやヘルプ機能をうまく利用し無回答を抑制する 
• マルチメディア機能（映像，動画，音声など）の利用が可能だが過剰な利用は避ける 
• プログレス・インジケータ（定速型，速-遅型，遅-速型）の効果には賛否両論がある 
• ドロップダウン，スライダーは，モバイル方式のほうが，ウェブ方式よりも初頭効果となる傾向が高い 
• モバイル方式は，利用機器の機能（OS，ブラウザ，アプリなど）に合わせた“モバイル最適化”の徹底（ソフトウェアを用い自動

的に使用機器とその機能を識別・検出し調査票のレイアウトを調整する） 
Ø 画面サイズが小さいので，調査票の質問文は短く簡潔に．質問数や回答選択肢数は少なくする 
Ø レイアウトは単純に，細かい複雑な修飾は避ける．限られた画面を最大限に活用する 
例：スライダー，スピンホイールなどは避ける；ラジオボタン、チェック・ボックスなど単純な部品に留める：フォント･サ

イズや間隔を大きく，ボタンも大きくする；水平スクロールは用いず垂直スクロールとする；ロゴやグラフィックによる画面

修飾，複雑化は避ける（読み込みに時間がかかる）；ナビゲーション機能は画面下部に配置し回答漏れを防ぐ（すべての質問

と回答選択肢をスクロールして通過できること） 
Ø マトリクスは用いない．なるべく同じ画面内で複数の質問をする．フルイド，カルーセル，アコーディオンなどを利用 
Ø 調査票へのアクセスの簡略化・短縮化．ユーザー名や e-mail アドレス，パスワードの入力省略，リンク情報（URL）クリック



 

で自動的に調査票に移動可とする 
Ø 調査依頼は簡潔かつ複数回行う．e-mail案内だけでなく，SMS／テキストメッセージでも依頼通知する 

  自由回答質問の

利用 
• 他の調査方式（郵送など）にくらべて，回答が得やすく，回答記入量が多い傾向 
• 記入回答の質，内容の適否，情報量については状況による 
• 回答負荷が大きいので中断が増える傾向，利用は最小限に留めるほうがよい（とくに，スマートフォンの場合）  

処理誤差 点検  • 回答データの自動点検機能設定が可能．エディット・チェック，整合性や範囲チェックなどの即時⾃動処理が可能 
 ルーティング指示  • 回答経路の誘導と指示を自動的に制御可能．複雑なルーティング指示（パイピング，分岐など）は，中断・不正回答（労働最小化

行動，初頭効果，ストレートライニングなど）となりやすいので避ける 
 加重調整  • 加重調整は，①母集団特性値の不偏推定値を得るため，②推定量の精度の改善（偏りの削除や除去ではなく，推定量の分散を減ら

すこと），③無回答に起因する偏りを補正するために行う．加重調整法として，事後層化法，一般化回帰推定法，レイキング比推

定法，傾向スコア法がある 
• アンダーカバレッジ（母数の推定値に偏りを生む）と自己参加による偏り（確率標本が作れず代表性がない）の調整が必要 

その他 謝礼の効果  • 他の調査方式と同様，謝礼効果が高い（回答率向上，パネル登録の定着率の向上に寄与など）．モバイル方式では効果が少ない（世

代間差違が大きい）との意見もある 
• 謝礼目当ての回答者が介入するおそれ（プロの回答者，スピーダーの存在）←→「パラデータ」の項 

 パラデータの取得と分

析 
 • サーバー側パラデータ，クライアント側パラデータの収集が可能．他の調査方式に比べウェブ/モバイル方式はより有効である 

• パラデータ（主に文字列情報）の解読・分析で，各種誤差間の関連性評価，データの質の改善，調査票の改善に寄与 
• 現状，日本国内では，パラデータ取得は容易ではない 
• 回答所要時間が異常に長い（回答に迷う，質問内容の理解･判断に時間を要する），異常に短い（ストレートライニングなど労働最

小化行動のおそれ，スピーダーの可能性）などの検出 
• 回答者行動追跡の調査対象者への伝達と了解を得ることが必要な場合がある 
• 回答者の回答記⼊⾏動の記録が可能．回答所要時間（回答完了までの時間），質問ごと回答所要時間，マウスクリック確認（有無，

回数），中断（有無，位置），ページ移動・遷移，警告⽂の提⽰･確認数，回答の中断や脱落の直前の回答質問確認 
 予備調査の重要性  • ウェブ/モバイル方式は，他の調査方式以上に本調査前の予備調査が重要 

• モバイル機器で用いるアプリや機能が多岐にわたり総合的に点検する必要がある（機種の差違，OS,ブラウザ，無数の調査用アプ

リ，位置情報やセンサー機能など） 
 プライバシー保護対策  • 回答者が，調査に参加した結果，危害・被害を受けることがないような対策（設計，保護技術）が必要（“Do No Harm”の原則

の徹底）． 
• とくにモバイル方式では，個人の特定，位置情報，デジタル画像（動画，写真）などの情報漏洩や拡散への注意徹底 

注：パラデータ（については，『社会と調査』「特集：パラデータの活用に向けて」を参照（No.18, 2017年 3月：ここに Couper，2017；松本（2017；大隅他，2017 の報告がある）． 
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